
○柴田町中小企業振興資金融資要綱 

平成12年3月28日 

告示第19号 

柴田町中小企業振興資金(小口追認保証)融資要綱(昭和52年柴田町告示第7号)の全部を改正する。 

 

(趣旨) 

第1条 この告示は、柴田町中小企業振興資金融資規則(昭和41年柴田町規則第3号。以下「規則」と

いう。)第9条の規定に基づき、中小企業振興資金融資について必要な事項を定めるものとする。 

 

(融資の対象) 

第2条 融資を受けようとする者は、規則第2条の中小企業者で、町内において原則として同一事業を

引き続き1年以上営み、宮城県内の市町村の住民基本台帳に登録(以下「住民登録」という。)されて

いるもので、かつ、次の各号のいずれにも該当しなければならない。 

(1) 中小企業信用保険法施行令(昭和25年政令第350号)第1条第1項各号に該当する業種であること。 

(2) 柴田町町税等の滞納に対する行政サービス等の制限措置に関する条例(平成18年柴田町条例第

28号)第2条第1号の町税等の滞納がないこと。 

(3) 事業内容が堅実で、社会的に信用があること。 

(4) 宮城県信用保証協会(以下「保証協会」という。)から代位弁済を受けていないこと。 

(5) あっせんによって融資を行う金融機関(以下「取扱金融機関」という。)と取引があること。 

 

(融資の内容) 

第3条 融資を受けようとする者は、次に掲げる内容で融資を受けることができる。 

(1) 事業資金の使途 運転資金又は設備資金 

(2) 融資限度額 運転資金 10,000,000円以内、設備資金 10,000,000円以内 

(3) 融資期間 運転資金 7年以内、設備資金 10年以内(3箇月据置) 

(4) 融資利率 取扱金融機関と協議した利率 

(5) 担保及び連帯保証人 担保は必要に応じ徴し、連帯保証人は第5条各号に該当する場合を除き、

徴求しないものとする。 

(6) 信用保証 保証協会の信用保証を受けることを必要とし、保証料は町が負担する。 

(7) 返済方法 一括払又は分割払 

 

(融資の申込み) 

第4条 融資の申込みは、柴田町中小企業振興資金融資あっせん申込書(様式第1号)に次に掲げる書類

を添えて柴田町商工会長の推薦を受け、町長に申し込むものとする。 

(1) 信用保証委託申込書 

(2) 信用保証依頼書 

(3) 申込人(企業)概要 

(4) 信用保証委託契約書 

(5) 申込者及び次条の連帯保証人の印鑑証明書(法人にあっては登記事項証明書及び印鑑証明書) 

(6) 設備計画見積書 



(7) 連帯保証人確認書(様式第2号) 

(8) 申込者及び次条第2項に規定する連帯保証人の市町村税に滞納がないことを証明する書類又は

柴田町町税等の滞納に対する行政サービス等の制限措置に関する規則(平成18年柴田町規則第41

号)第3条第3項の納税状況確認同意書 

(9) 住民票の写し（申込者又は連帯保証人が町外の場合） 

(10) 直近の所得税確定申告書又は青色申告決算書の写し(直近２期分) 

(11) その他町長が必要と認める書類 

 

(連帯保証人) 

第5条 次に掲げる場合を除き、個人事業者は連帯保証人を不要とし、法人は代表者以外の連帯保証

人を徴求しないものとする。 

(1) 実質的な経営権を持っている者、営業許可名義人又は経営者本人の配偶者(当該経営者本人と

共に当該事業に従事する配偶者に限る。)が連帯保証人となる場合 

(2) 経営者本人の健康上の理由のため、事業承継予定者が連帯保証人となる場合 

(3) 財務内容その他の経営の状況を総合的に判断して、通常考えられる保証のリスク許容額を超え

る保証依頼がある場合であって、当該事業の協力者や支援者から積極的に連帯保証の申出があっ

た場合 

2 前条の融資あっせん申込書に、前項各号により連帯保証人を徴求する場合は、次に掲げる条件を

備えた連帯保証人を連署しなければならない。 

(1) 宮城県内に引き続き1年以上住民登録されている者。ただし、町長が適当と認めた場合は、こ

の限りでない。 

(2) 当該市町村の市町村税の滞納がなく、社会的に信用があり、かつ、あっせんに係る債務の全部

を弁済し得る能力があると認められる者 

 

(信用保証の可否決定) 

第6条 町長は、融資あっせん申込書を受理したときは、これを審査の上、取扱金融機関を経由して

保証協会と協議する。保証協会は、信用保証の可否を決定し、その旨を取扱金融機関に通知すると

ともに、関係書類を回付するものとする。 

 

(融資) 

第7条 保証協会から信用保証決定の関係書類の回付を受けた取扱金融機関は、当該申込者に対し速

やかに融資を行うものとする。 

 

(融資保証状況の報告) 

第8条 保証協会は、町長に対し、毎月末日現在における取扱金融機関からの融資状況に基づく融資

保証状況を、翌月10日までに報告しなければならない。 

 

(その他) 

第9条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町、保証協会及び取扱金融機関が協議して定

める。 



 

附 則 

この要綱は、平成12年4月1日から施行する。 

 

附 則(平成15年告示第17号) 

この要綱は、平成15年4月1日から施行する。 

 

附 則(平成18年告示第30号)抄 

1 この要綱は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成19年告示第17号) 

この告示は、平成19年4月1日から施行する。 

 

附 則(平成19年告示第61号) 

この告示は、平成19年6月1日から施行する。 

 

附 則(平成26年告示第22号) 

この告示は、平成26年4月1日から施行する。 

 

附 則(平成27年告示第10号) 

この告示は、平成27年4月1日から施行する。 

 

附 則(平成29年告示第8号) 

この告示は、平成29年4月1日から施行する。 

 

 

 


